
担当部局庁

不動産市場の整備や土地利用のための条件整備を
推進する
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- 83

関係する計
画、通知等

国土利用計画法第９条
「土地政策の中長期ビジョン」

（H21.７国土審議会土地政策分科会企画部会報告）

22年度

担当課室 土地利用調整課

上位政策

課長　山本　徹弥土地・水資源局

一般会計会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

23年度要求19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 84

事業番号 110

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成21年度土地利用計画の利活用に関する経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・　土地利用基本計画は、都道府県土の土地利用の基本方向を示すとともに、個別規制法で策定される計画等の総合
調整を担う。国は土地利用基本計画制度の適切な運用を確保する観点から、総合調整機能の向上手法や土地利用に
関する各種データの収集・分析・応用方法等について検討し、当該計画の策定指針等へ反映する。
・　土地利用基本計画を変更する際の国と都道府県との協議の円滑化及び土地利用基本計画図の国民への情報提供
を行う情報管理システム「土地利用総合支援ネットワークシステム」について、保守点検やシステム改良を行う。

　土地利用の分野毎に「縦割り」となっている個別規制法（都市計画法、農振法等）の計画・規制を総合調整する国土
利用計画法に基づく土地利用基本計画制度の的確な運用を確保する等により、適正かつ合理的な土地利用を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

-

執行率 -

・　土地利用基本計画については、国土形成計画や国土利用計画の策定を踏まえ、本経費で策定した指針等も活用し
て、各都道府県で計画変更が進められている（平成21年度は、22道府県で土地利用基本計画を改定。他の県も、今後
順次改定予定）。
・　「土地利用調整総合支援ネットワークシステム」については、国と都道府県の協議の円滑化が図られるとともに、広く
国民から利用されている（アクセス数：約40万件/月）。

-

- 98.6%

-

総事業費(執行ベース) - -
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【予算科目】
・506　国土利用計画法実施関係経費
　・001　土地利用計画の利活用に関する経費　　　　　　　　  （21年度予算額）  　（21年度決算額）
　　・95016-2122-08　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３百万円　 　　　　０．２百万円
　　・95016-2123-09　不動産市場整備等推進調査費　　　　  　 ８４百万円              ８３百万円

・　土地利用調整総合支援ネットワークシステムについては、国と都道府県との協議の円滑化のためのシステム改良を
行ったところである。今後は、より精度の高い最新の情報を国民に提供できるシステムとなるよう改善を図る。

・適切な執行が行われるように、随時、支出内容の聞き取りを実施し、事業目的の達成状況を把握している。
・業務の主たる部分に係る再委託は禁止されているところであるが、主たる部分以外の再委託がある場合は、軽微なも
の（印刷、製本、計算処理、参考書籍・文献購入、消耗品購入、会場借り上げ等）を除き、再委託承諾申請書を提出さ
せ、支出先・使途を把握することとしている。

執行率 98.6%



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)て補足する)
(単位:百万円)



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す Ｃ 東芝ソリューション（株）

計 11 計

その他 謝金、会場借料、職員旅費、議事録
作成、印刷製本等

1

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 28

人件費等 人件費（主任技術者、技師長、研究
員）、諸経費

10

B.(財)国土技術研究センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

Ａ.（株）三菱総合研究所

28事業費 事業費

ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）
人件費 人件費（講習会の開催、ハードウェア

の保守、ヘルプデスク対応等）
9

物品購入費 ＵＰＳバッテリー、ソフトウェア保守等 2

計計

費　目 使　途

費　目 使　途 金　額
(百万円）

Ｃ.東芝ソリュ ション（株）

11

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 計



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 （株）三菱総合研究所 28 1 東芝ソリューション（株） 11

2 （株）計画技術研究所 16 2 応用技術（株） 9

3 （株）都市環境研究所 8

№ 支出先
金額

（百万円）

1 (財)国土技術研究センター 11

A.民間企業等（３団体）　52百万円 Ｃ.民間企業等（２団体）　20百万円

Ｂ.公益法人（１団体）　11百万円


